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「侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会」 

における議論のまとめ（案） 

 

令和２年 月 日 

侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会 
 

 本検討会では、別紙１（14ページ）の基本方針の下、パブリックコメントや

国民アンケートの結果等を十分に踏まえつつ、「深刻な海賊版被害への実効的な

対策を講じること」と「国民の正当な情報収集等に萎縮を生じさせないこと」

という２つの要請がバランスよく並び立つ、適切な制度設計等について検討を

行ってきた。 

 その検討結果は、下記のとおりであり、今後、この内容を十分に踏まえなが

ら、政府において適切な法整備が速やかになされることを期待する。 

 

１．文化庁提案の３点の措置について  

昨年２月時点の当初案に、少なくとも下記の３点の措置を追加的に講ずるこ

とについて、条文イメージ（別紙２：15～18 ページ）を含めて了承された。 

（１）改正案の附則に、普及啓発・教育等や刑事罰に関する運用上の配慮、施行

状況のフォローアップについての規定を追加すること 

（２）写り込みに関する権利制限規定（第 30 条の２）を拡充することで、スク

リーンショットを行う際に違法画像等が入り込むことを違法化しないこと 

（３）数十ページで構成される漫画の１コマなど、「軽微なもの」のダウンロー

ドを違法化しないこと（判断基準・具体例は、別紙３（21 ページ）を参照） 

 

２．その他の要件追加等の提案について  

※下記の（１）～（12）の番号は、第１回検討会の資料６に対応したもの 

（ア）採用する方針が了承されたもの 

「（１）二次創作作品・パロディなどのダウンロードを対象から除外する

こと（民事）」については、翻訳物が除外されないようにした上で、採用す

る方針が了承された。 

【本日の検討事項】 

条文イメージ（別紙２：19・20 ページ）を改めて御確認いただきたい。 

資料１ 



2 
 

（イ）採用しない方針が了承されたもの 

以下の措置（計１０件）については、採用しない方針が了承された。ただ

し、（ウ）に記載の「（２）著作権者の利益を不当に害することとなる場合に

限定すること（民事・刑事）」が採用されることを条件として、この方針を

了承した構成員も複数いたことには、十分留意する必要がある。 

（３）著作物の全部又は相当部分を（丸ごと）ダウンロードする場合に限定すること（民事・刑事） 

（９）著作物の全部又は相当部分を（丸ごと）ダウンロードする場合に限定すること（刑事）  

 （主な御意見） 

・ 「丸ごと」については定義が難しい。軽微性の要件を入れて、二次創作

を除き、さらに「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」に限

定するのであれば、この要件は不要となる。 

・ 海賊版対策の実効性が低下するため、反対。 

 

（４）「海賊版サイト」などからのダウンロードに限定すること（民事・刑事） 

 （主な御意見） 

・ ＳＮＳからのダウンロードも大量に行われているため、不適切。 

・ ＳＮＳでは、悪意を持ってマンガをそのままアップロードしている人が

多い。本年１１月における集英社のＳＮＳ等に対する削除要請数は約２

万件であり、オンラインリーディング型（約１．８万件）やリーチサイ

ト（約２万件）に匹敵する規模となっている。 

・ ＳＮＳでの海賊版の流通が無視できない中でこの限定には無理がある。

また「海賊版サイト」の定義も複雑化する。 

・ そもそも違法にアップロードされたと知りながらダウンロードを行う 

場合が対象となっており、このような限定を行う必要がない。 

・ 明らかに海賊版対策の実効性が失われるため、不適切。 

・ この限定がない場合、例えば、政治問題や社会問題に関連した投稿の中

に第三者の著作物が適切に引用されずに用いられていた際などに、議論

や検証のために保存が必要であっても複製行為ができなくなる場合が

あることが懸念される（このようなダウンロードは、正規版コンテンツ

の購入では代替できない）。ただし、他の、例えば「著作権者の利益を不

当に害することとなる場合」といった要件によって、この懸念が十分に

払しょくされるのであれば、この限定要件だけには必ずしもこだわらない。 
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（５）不当に利益を上げている場合に限定すること（民事・刑事） 

（11）不当に利益を上げている場合に限定すること（刑事） 

 （主な御意見） 

・ 私的使用の場合にこの要件を満たすことは考えづらく、不適切。 

・ 明らかに海賊版対策の実効性が失われるため、不適切。 

 

（６）有償で提供・提示される著作物に限定すること（民事） 

 （主な御意見） 

・ 広告モデルのものが保護対象から外れてしまうため、不適切。 

・ 無償のビジネスモデルも発達しており、有償著作物に限定することの弊

害は従来よりも大きくなっている。 

・ 現行の「有償」の定義のまま適用するのは不適切だが、広告モデルも含

まれるようにした上で民事にも要件付加していくことは検討に値する。 

・ 「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」という要件を追加す

れば、その解釈によってある程度の対応ができる。 

・ 「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」という要件が入るの

であれば、強くはこだわらない。 

 

 （※）文化審議会著作権分科会報告書（2019 年 2月）においては、「有償」の定義を営利性

等に変更することについては、録音・録画の部分も含めて、今回の対象範囲拡大とは切

り離して、今後の課題として検討を行っていくことが適当とされている。 

また、パブリックコメントでは、権利者団体から、創作に多大な労力が費やされてい

る著作物の価値は、その外形的な有償性によって決まるものではない、といった意見が

示されている。 

（７）反復・継続してダウンロードを行う場合に限定すること（民事） 

 （主な御意見） 

・ 刑事については既に反復・継続に限定されており、それで十分。民事ま

で広げるのは反対。 
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（８）「当該有償著作物等の提供又は提示により著作権者等の得ることが見込ま

れる利益が不当に害されることとなる」場合に限定すること（刑事） 

 （主な御意見） 

・ 私的使用の場合にこの要件を満たすことは考えづらく、不適切。 

・ 民事・刑事共通で「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」と

いう要件を入れるのであれば、この要件は不要になる。 

（※）現行法上、外国レコードの還流防止措置（第 113 条第６項）や著作権等侵害罪の一部

の非親告罪化（第 123 条第２項）において同様の要件が用いられているが、これらは、

いずれも頒布・譲渡・公衆送信という形で広く外部提供を行う場合（又はその目的をも

って複製・所持を行う場合）に用いられている規定である。 

 

（10）警察等が違反者に対して事前に警告を行うことを要件化すること（刑事） 

 （主な御意見） 

・ 法制度として現実的ではない。 

・ 行政法では直罰でなく行政命令を前置する例もあり、それほど非現実的

ではない。 

・ 著作権という私権に関する法制度において、このような仕組みを設ける

のは難しい。 

 （※）著作権法は、いわゆる行政法（規制法）ではないことに留意が必要。なお、「ストー

カー行為等の規制等に関する法律」では、当該規制を所管する行政機関として警察本

部長等が禁止命令に先立って警告を行う仕組みが採用されていたが、警告を前置する

仕組みは改正されている（同法律は、罰則の適用に先立ち警告を行うものではない）。 

 

（12）刑事罰自体を科さないこと（まずは、民事措置のみを行うこと） 

 （主な御意見） 

・ 刑事罰を科さないというのはあり得ない。不安だという声は分かるが、

民事では訴訟コストに見合う結果が期待できないので、刑事罰がなけれ

ば抑止力がなくなり法改正が無意味になる。一般の著作権侵害罪も刑事

罰の対象となっているが、特段問題は起きておらず心配には及ばない。 
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・ 出版社としてあらゆる対策を講じているがまだ被害は深刻。国民アンケ

ートでも刑事罰を科すこととした方が、より効果が上がるというデータ

も出ている。音楽・映像の違法ダウンロードには既に刑事罰が導入され

ているが大きな混乱は生じていない。実効性のある対策とするためには、

刑事罰は不可欠。 

・ 音楽・映像の違法ダウンロードについては既に刑事罰の対象となってい

る中で、マンガを対象にしないと、こちらはやっても良いというメッセ

ージになってしまう。ある程度の刑事罰は必要だと思う。 

・ 既に有償著作物への限定、反復・継続して行う場合への限定がなされて

いる中で、更に軽微なものや二次創作を除き、「著作権者の利益を不当

に害することとなる場合」という要件を入れるのであれば、かなりの絞

りがかかっているので、刑事罰を科すことには賛成する。 

・ 悪質な事業者に加担して反復・継続的にダウンロードを行うのは問題。

消費者として刑事罰と聞くと恐れはあるが、相当悪質な場合でないと刑

事罰の対象とはならないと見込まれるので、賛成する。（国民が刑事罰

の対象となる行為を行わないようにするため）附則に基づく普及啓発・

情報提供に力を入れてほしい。 

・ 刑事罰がないと法改正の意味がないという権利者の意見はもっとも。た

だ、刑事罰を導入するのであれば、研究目的や公益目的の権利制限規定

がない等の、これまで著作権法全般について利用者側から指摘されてき

た問題を先に解決する必要がある。 

・ 研究目的の複製は私的使用目的とは相容れないものであり、混同しては

いけない。研究目的の権利制限の創設については既に文化審議会で議論

を始めている。 

・ 刑事罰を入れること自体は良いと思うが、処罰根拠を説明できる範囲に

限定すべき。単に「そのような行為はやめてもらいたい」というだけで

は刑事処罰の根拠にはならない。 

（ウ）採用の可否について大きく意見が分かれているもの 

「（２）著作権者の利益を不当に害することとなる場合に限定すること（民

事・刑事）」については、賛否が大きく分かれており、未だ本検討会として

の意見を一つに集約するには至っていない。 

議論においては、権利者側の立証の困難性及びユーザーの居直り侵害を

懸念する意見もあったことを受け、権利者側の立証負担の軽減及びユーザ

ーの居直り防止等の観点から、「著作権者の利益を不当に害しない場合を除

く」や「著作権者の利益を不当に害しないと認められる特別の事情がある場

合を除く」と規定してはどうかという折衷的な提案もあった。 
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【本日の検討事項】 

この要件を入れることで適法となると考えられる事例（この要件を入れな

い場合に不都合が生じる事例）をより具体的に明らかにしつつ、採用の可否

について更なる検討をお願いしたい。 

 （主な御意見） 

  【採用に肯定的な意見】 

・ 現行法にも既に例がある要件であり、検討しても良いと思う。 

・ 漠然としている要件だが、萎縮を懸念する声が多いため導入しても良い

と思う。書き方としては、「著作権者の利益を不当に害しない場合を除

く」とすることもあり得る。 

・ 様々な懸念がある中で、この要件で解消し得るなら良いという意見が多

かった。日本では私的複製を広く認める規定を有してきたところ、今回

はそこに新たな風穴を空けることになるので、様々な懸念に対応し得る

この要件を付加するのは日本的で良いと思う。 

・ 今回は、有償・営利目的で提供されるような著作物を保護しようとして

いるのであって、孤児著作物のようなものの利用に関して国民を萎縮さ

せるのが目的ではない。親告罪であったとしても、権利者が実際に告訴

するかどうかは外形的には分からないので、ユーザーは萎縮してしまう。

この要件を入れることで孤児著作物などに関して、明らかにユーザーの

自由が確保される。権利者の利益も分かるが、居直りの危険がそこまで

あるかは疑問であり、保護しないで良いものを守るためにユーザーを萎

縮させるのは適切ではない。 

・ 社会的批判を受ける団体等が、自分たちに不利な情報の拡散を封じるた

めに、著作権侵害を口実とした訴訟を起こすことが現在でもある。今回

の改正により、ダウンロード側にまで責任追及を行うことが可能となれ

ば、インターネット利用者のプライバシーが脅かされたり、情報収集が

萎縮したりすることが心配。法の一般原則だけに頼るよりも、この要件

を明確に設けた方が安心。この要件によって、通常の権利者が不利に扱

われることはないと思う。 

・ 軽微と言える典型例から軽微と言えない例までにかなりの空白地帯が

ある。そこは他のセーフガードでバランスを取るべき。ただ、権利者に

立証責任を負わせるのは酷なので、「～不当に害しない場合を除く」と

すべき。実効性に関する懸念は理解するが、今回の改正では抑止力・ア

ナウンス効果に期待する面が大きいので、心配しなくて大丈夫だと思う。 
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【採用に否定的な意見】 

・ 他の要件が様々設けられた上に、更にこの要件を入れると権利者側が立

証して訴訟をしなければならず、海賊版対策としての実効性が失われる。

権利者としては実効性のある法整備を望む。 

・ 文化庁提案の３つの措置と二次創作の除外により、概ね懸念は除かれて

いる。これ以上の要件付加は、海賊版対策の実効性に悪影響を与えるた

め望ましくない。 

・ 文化庁提案の３つの措置が採用されるのであれば、漫画家協会が２月の

声明に込めた趣旨は概ね反映されており、これ以上の要件はいらないと

思う。 

・ 前提として、違法と知りながらダウンロードを行う場合のみを対象にし

ているところ、軽微性の要件も入れて、更にこの要件がいるのかは疑問。

既に安全弁は十分にあり、これを入れると海賊版対策として抜けが生じ

る。ただし、刑事罰についてはこの要件があっても良いかもしれない。 

・ 不明確な規定を設けた場合、善良なユーザーは躊躇して使えない一方、

そうでないユーザーの居直り侵害を招いてしまう。他の権利制限規定に

おける同様の但書は、権利制限の対象が広がり過ぎないように限定する

趣旨で設けられているのであって、今回のように権利が及ぶ範囲を限定

するのは方向性が逆。そもそも第３０条第１項各号が、但書に該当する

ような場合を類型化したものであり、そこからさらに但書で限定をかけ

るのはおかしい。どのような場合を除外するのか明確に規定すべき。 

・ 「～場合に限る」か「～を除く」といった技術的な裁判実務に関する問

題ではなく、規定を見た国民の行動がどうなるかが重要。このような要

件ではなく、きちんと明確に線を引くことが重要。 

 

  【折衷的な意見】 

・ 今回は、違法にアップロードされたものを違法と知りながらダウンロー

ドする行為を対象にしており、さらに軽微でも二次創作でもないものだ

けが対象となる。これらの要件を満たす場合には、基本的に権利者の利

益を不当に害すると思うが、例外的なケースがあり得ないわけではない

ため、安全弁は必要。ただ、除かれるのは特別な場合であるため、「著作

権者の利益を不当に害しないと認められる特別の事情がある場合を除

く」と規定しても良いと思う。 
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 （※）以下の規定は、仮にこの要件を追加することとした場合の第 30 条第１項第４号の

イメージ（第 119 条第３項第２号についても同様の要件を追加することとなる） 

  【①「著作権者の利益を不当に害しない場合を除く」】 

著作権（第二十八条に規定する権利（翻案により創作された二次的著作物に係るも

のに限る。）を除く。）を侵害する自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の複製（録

音及び録画を除く。以下この号において同じ。）（当該著作権に係る著作物のうち当該

複製がされる部分の占める割合、当該部分が自動公衆送信される際の表示の精度その

他の要素に照らし軽微なものを除く。以下この号及び次項において「特定侵害複製」

という。）を、特定侵害複製であることを知りながら行う場合（当該著作物の種類及び

用途（特定侵害複製以外の方法による利用の困難性の程度を含む。）並びに当該特定侵

害複製の目的及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害しない場合を除く。） 

 

【②「著作権者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情がある場合を除く」】 

著作権（第二十八条に規定する権利（翻案により創作された二次的著作物に係るも

のに限る。）を除く。）を侵害する自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の複製（録

音及び録画を除く。以下この号において同じ。）（当該著作権に係る著作物のうち当該

複製がされる部分の占める割合、当該部分が自動公衆送信される際の表示の精度その

他の要素に照らし軽微なものを除く。以下この号及び次項において「特定侵害複製」

という。）を、特定侵害複製であることを知りながら行う場合（当該著作物の種類及び

用途（特定侵害複製以外の方法による利用の困難性の程度を含む。）並びに当該特定侵

害複製の目的及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害しないと認められる特別な

事情がある場合を除く。） 

 

 

３．その他の論点について  

○ パブリックコメントにおいては、（ア）対象著作物をマンガ・アニメなどに

限定すべき、（イ）主観要件を見直すべきとの意見もあったが、いずれも適切

ではない（著作物全般を対象とし、主観要件は維持すべき）という認識が共

有された。 

○ なお、刑事罰に係る主観要件については、当初案の規定ぶりでは、未必的

故意が含まれるとの解釈を完全には排除できないという意見もあったところ

であり、法整備に当たっては適切な整理がなされる必要がある。 
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（（ア）に関する主な御意見） 

・ マンガ・アニメの被害が多いのは確かだが、少部数しか発行しない専門

書・学術書の被害はむしろもっと深刻とも言える。国語辞典についての

被害も実際あるが、タダで読まれると作り続けられなくなる。対象著作

物の範囲を絞ることには反対する。 

・ 著作物の種類によって限定せず、等しく扱うべき。マンガ以外の分野（コ

ンピュータソフトウェア・論文・新聞等）の被害も無視できない。 

・ 国民への普及啓発・理解促進を考えると、マンガ・アニメだけに限定す

るのは適切でない。そのような限定をすると社会における理解・行動変

容に繋がりづらい。配慮すべきところはあるが、全ての著作物を対象に

すべき。 

・ マンガ以外を対象にする場合、かなり適用場面が広がってくる。テキス

トも入ると、政治的・社会的議論のために複製が必要な場合も多くなる。

そこまで対象にするのであれば、さらなる安全策を設ける議論が必要。 

 

（（イ）に関する主な御意見） 

・ 主観要件はユーザーの不安を払拭するために入れているもの。これによ

ってユーザーの安心感が得られており、重要なファクターである。 

・ 主観要件を刑法における通常の故意よりも絞るべきという認識は共有

されているが、「～を知りながら」という規定で確定的故意の場合に確

実に絞れるとは言い切れない。裁判所は未必的故意を含めて解釈するか

も知れず、それが（類推解釈として）憲法違反であるとまでは言えない

と思う。そのような前提で議論した方が良い。 

・ 「～を知りながら、継続的に又は反復して」の部分を「～を知りながら、

常習として」とすることで、主観面に事実上の制約を課すことができる

のではないか。 

 

４．リーチサイト対策について  

＜概要＞ 

○ 規制対象となるリーチサイトの範囲等について既に十分な絞り込みが行わ

れており、その他の要件追加を行う必要はないとの認識が共有された。 
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○ リーチサイト運営行為及びリーチアプリ提供行為に対する刑事罰を「非親

告罪」から「親告罪」に変更することが了承された。 

○ 自ら直接的にリーチサイト運営行為やリーチアプリ提供行為を行っていな

い「プラットフォーム・サービス提供者」には基本的に今回の規制が及ばな

いという認識が共有されたが、その旨を条文上明記すべきか否かについて

は、賛否双方の意見があった（附則に配慮規定を置くという提案もあった）。 

 

＜詳細＞ 

（ア）リーチサイトの定義及び対象範囲 

①剽窃論文のリンク集など懸念が示された類型のサイトの多くは、「リーチ

サイト」の定義に該当せず、規制対象とはならないこと、②規制対象となる

リーチサイトの範囲について既に十分な絞り込みが行われており、その他の

要件付加は不要であることについて、認識が共有された。 

 

（主な御意見） 

・ リーチサイト規制については、全般的によく考えられたもの。 

・ 「殊更に」という要件でかなり絞られており、リンク対象の著作物の一

部分だけを侵害している場合は定義から外れる。こういった点も考慮し

た上で条文が作られている。「原作のまま」などの要件については全て

審議会で議論したが、抜け穴ができてしまうということで採用しないこ

ととなったもの。 

 

（イ）刑事罰の取扱い 

①リーチサイト運営行為及びリーチアプリ提供行為に対する刑事罰を「非

親告罪」から「親告罪」に変更すべきこと（それによって実務上の支障は生

じないこと）、②事前の警告等を要件とすべきでないことについて、認識が共

有された。 

 （主な御意見） 

【親告罪化に関する意見】 

・ リーチサイト運営行為に対する刑事罰が非親告罪として権利者に無断

で摘発されるのは気分が良くない。権利者が黙認する場合もあるので、

親告罪としても良い。 
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・ リーチサイト運営行為について、理論上は非親告罪にするのが良いと思

うが、国民の不安を払拭する必要もあるため、漫画家の意見を尊重する。 

・ 以前の議論でも非親告罪化については不安が高まった。権利者・創作者

は悪質なケースでは告訴をするから問題なく、それ以外のケースで殊更

起訴して欲しいとは思っていないケースが多い。国民の理解を得るため

には余計な不安を煽る部分は落していく必要。 

・ 刑事当局の適切な運用に期待するのではなく、条文上、セーフガードを

設けておく必要がある。 

・ ＴＰＰの３要件を満たしたものと同様の事例を差別化する必要はない

と思うが、懸念があるというのも理解できる。いずれにしても、被害届

は必ず出すので実務上はあまり変わらない。 

・ 親告罪とした場合に誰の告訴があれば良いとするかは整理が必要。 

・ 親告罪にする方向で良いが、集合的・社会法益侵害型から個人法益侵害

型に変更するのであれば、規制対象となる事案も変わってくるおそれが

あり、濫用的な権利行使に波及する恐れがある。それに対応するため一

般規定で権利濫用を防止しないと不安。 

・ 権利濫用の禁止は私法の一般原則となっており、著作権法にだけ規定す

る必要はない。 

【事前警告等に関する意見】 

・ 警告する窓口がほとんどないのがリーチサイトであり、事前の警告等は

実務上できない。 

・ 漫画村の例もあるが、事前に警告すれば海外などに逃げられてしまう。 

 

 

（ウ）プラットフォーム・サービス提供者の取扱い 

自ら直接的にリーチサイト運営行為やリーチアプリ提供行為を行っていな

い「プラットフォーム・サービス提供者」には基本的に今回の規制が及ばな

いという認識が共有された。 

一方で、その旨を条文上明記すべきか否かについては、賛否双方の意見が

あった。また、条文上明記することが困難な場合には、附則に配慮規定を置

くこともあり得るという提案もあった。 
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 （主な御意見） 

・ プラットフォーマーは今回の規制対象として想定していない。 

・ プラットフォーマーには実務上協力的に削除していただいており、規制

対象にする必要はない。 

・ 条文に規定しなくても裁判所で十分適切に対応していただけると思う。 

・ 行為主体論一般で解決できる話であり、条文化で除外することは不要。 

・ 当初案のままでは、規制対象が広く解釈される可能性もあるのは心配で

あり、一方で、プラットフォーマーを一般的に除く旨を規定することで、

悪質な場合まで対象から除かれてしまうと良くない。「単に機会を提供

しているに過ぎない者」を除くという方法が考えられないか。 

・ プラットフォーマーとの間では、民々での協力関係ができていることも

あり、彼らの不安に応えていくことは重要。一方で明らかな海賊行為を

放置することは許すべきではない。条文で書くとかなり複雑になるので

難しいと思うが、附則で配慮規定を置くことはあるかも知れない。 

 

 （※）以下は、仮に、条文上で除外するとした場合のイメージ 

 【第１１３条第３項】 

３ 侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等の公衆への提示を行つている者（当該侵害

著作物等利用容易化ウェブサイト等と侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等以外の

相当数のウェブサイト等とを包括しているウェブサイト等において、単に当該提示の

機会を提供しているに過ぎない者を除く。）又は侵害著作物等利用容易化プログラム

の公衆への提供若しくは提示（送信可能化を含む。以下この項において同じ。）を行つ

ている者（当該侵害著作物等利用容易化プログラム及び侵害著作物等利用容易化プロ

グラム以外の相当数のプログラムの公衆への提供又は提示のために用いられているウ

ェブサイト等において、単に当該侵害著作物等利用容易化プログラムの公衆への提供

又は提示の機会を提供しているに過ぎない者を除く。）が、（以下略） 

 

 【第１１９条第２項】 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金

に処し、又はこれを併科する。 

一～三 （略） 

四 侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等の公衆への提示を行つた者（当該侵害著

作物等利用容易化ウェブサイト等と侵害著作物等利用容易化ウェブサイト等以外の

相当数のウェブサイト等とを包括しているウェブサイト等において、単に当該提示

の機会を提供したに過ぎない者を除く。） 

五 侵害著作物等利用容易化プログラムの公衆への提供又は提示を行つた者（当該侵

害著作物等利用容易化プログラム及び侵害著作物等利用容易化プログラム以外の相

当数のプログラムの公衆への提供又は提示のために用いられているウェブサイト等

において、単に当該侵害著作物等利用容易化プログラムの公衆への提供又は提示の

機会を提供したに過ぎない者を除く。） 
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（エ）投稿型サイト（「・・主として公衆による侵害著作物等の利用のために用

いられるもの」）の取扱い 

投稿型サイトについては、①「・・公衆を侵害著作物等に殊更に誘導する

もの」と同様の法益侵害を生じさせる悪質なものを想定しており、一般的な

投稿型サイトのようなものに規制が及ぶものではないこと、②侵害とみなす

際の要件も既に十分な絞り込みが行われており、これ以上の要件付加は不要

であることについて、認識が共有された。 

 （主な御意見） 

・ 当初案でかなり絞り込まれている。今回の条文は、２ちゃんねる小学館

事件控訴審判決で示された一般法理を条文化したものであり適切な内

容である。 

 

（オ）リンク提供者等に係る主観要件の取扱い 

民事措置の要件として、リンク先が侵害コンテンツであることについて過

失がある場合も含めることに問題はないという認識が共有された。 

 （主な御意見） 

・ 差止請求については、通常であれば過失もいらないところ、あえて過失

を入れて絞り込みを行っているものであり、十分に限定されている。 

・ 過失の場合を含めることに違和感はない。 
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 侵害コンテンツのダウンロード違法化に係る制度設計等の 

検討に当たっての基本方針 

 

令和元年 11 月 27 日 

侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会  

 

 

 ① 本年２月時点の文化庁当初案にこだわらず、「深刻な海賊版被害への実効

的な対策を講じること」と「国民の正当な情報収集等に萎縮を生じさせな

いこと」という２つの要請がバランス良く並び立つ、適切な制度設計につ

いて検討を行う。 

 ② 漫画家・出版社をはじめとするステークホルダーの御意見や、パブリッ

クコメント等で把握された国民の皆様の懸念・不安に十分に留意する。 

 ③ 民事・刑事それぞれの要件設定等について、条文ベースで具体的な案

（※）をとりまとめることを目指す。また、必要に応じて、運用面での留意

事項等についても併せて示すこととする。 

  （※）法制局審査の過程において修正されることがあり得ることに留意が必要。 

 ④ 文化審議会著作権分科会報告書（２０１９年２月）において委員間で特

段の意見の相違がないものとして整理され、先般の法案の提出に向けた審

査プロセスでも特段の御指摘がなかった内容（※）については、これを尊重

しつつ、特に、文化審議会著作権分科会における審議やその後の審査プロ

セスなどにおいて様々な意見があった事項を中心に議論を深める。 

  （※）例えば、ユーザー保護の観点から厳格な主観要件を設定することや、刑事罰については、

特に悪質な行為に対象範囲を絞り込むため、民事の要件に加えて更に要件を加重するとと

もに、全て親告罪のまま維持することなど。 

⑤ 今回の改正によって、音楽・映像に係る違法ダウンロードに関する規律

を現行より後退させることは適切ではなく、関係団体からもパブリックコ

メントにおいて懸念が示されたことから、今回の改正では音楽・映像につ

いては切り離し、それ以外の部分の取扱いについて検討を行う。 

別紙１ 
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上記１．及び２．（ア）の措置に関する条文イメージ 

※法制局審査の過程において修正されることがあり得ることに留意が必要 
 

（１）附則への規定の追加 

 

（国民に対する啓発等） 

第○条 国及び地方公共団体は、国民が、私的使用（中略）の目的をもって、特

定侵害複製（中略）を、特定侵害複製であることを知りながら行って著作権又

は著作隣接権を侵害する行為（以下「特定侵害行為」という。）の防止の重要

性に対する理解を深めることができるよう、特定侵害行為の防止に関する啓発

その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、未成年者があらゆる機会を通じて特定侵害行為の防

止の重要性に対する理解を深めることができるよう、学校その他の様々な場を

通じて特定侵害行為の防止に関する教育の充実を図らなければならない。 

 

 （関係事業者の措置） 

第○条 著作物又は著作権法第百二条第二項に規定する実演等（著作権又は著作

隣接権の目的となっているものに限る。）を公衆に提供し、又は提示する事業

者は、特定侵害行為を防止するための措置を講じるよう努めなければならない。 

 

 （運用上の配慮） 

第○条 新著作権法第百十九条第三項の規定の運用に当たっては、インターネッ

トによる情報の収集その他のインターネットを利用して行う行為が不当に制

限されることのないよう配慮しなければならない。 

 

 （検討） 

第○条 政府は、この法律の施行後一年を目途として、新著作権法第三十条第一

項第四号及び第百十九条第三項の規定の施行の状況を勘案し、これらの規定に

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

別紙２ 
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（２）写り込みに係る権利制限規定の拡充 

文化審議会著作権分科会法制・基本問題小委員会における最終的な報告書

のとりまとめ前の段階であり、下記は、あくまで、仮に同小委員会における

「中間まとめ」の内容等を踏まえて条文を作成した場合のイメージである。 

 ※下線は改正部分（赤字部分でスクリーンショットなどを含めている） 

※現行規定にあった著作物創作要件・分離困難性要件を削除している 

（代わりに「正当な範囲内において」という要件を設定している） 

 

（付随対象著作物の利用） 

第三十条の二 写真の撮影、録音、録画、放送その他これらと同様に事物の影像

又は音を複製し、又は複製を伴うことなく伝達する行為（以下この項において

「複製伝達行為」という。）を行うに当たつて、その対象とする事物又は音（以

下この項において「複製伝達対象事物等」という。）に付随する事物又は音（複

製伝達対象事物等の一部を構成するものとして対象となる事物又は音を含む。

以下この項において「付随対象事物等」という。）に係る著作物（複製伝達行

為により作成され、又は伝達されるもの（以下この条において「作成伝達物」

という。）のうち当該著作物の占める割合、作成伝達物における当該著作物の

再製の精度その他の要素に照らし当該作成伝達物における軽微な構成部分と

なるものに限る。以下この条において「付随対象著作物」という。）は、当該

付随対象著作物の利用により利益を得る目的の有無、当該付随対象事物等の当

該複製伝達対象事物等からの分離の困難性の程度、当該作成伝達物の性質と当

該付随対象著作物との関連性の程度その他の要素に照らし正当な範囲内にお

いて、当該複製伝達行為に伴つて、いずれの方法によるかを問わず、利用する

ことができる。ただし、当該付随対象著作物の種類及び用途並びに当該利用の

態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでな

い。 

２ 前項の規定により利用された付随対象著作物は、当該付随対象著作物に係る

作成伝達物の利用に伴つて、いずれの方法によるかを問わず、利用することが

できる。ただし、当該付随対象著作物の種類及び用途並びに当該利用の態様に

照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りではない。 
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（３）「軽微なもの」を違法化対象から除外（判断基準・具体例は、別紙３を参照） 

※下線は改正部分、赤字部分が追加要件 

   ※音楽・映像については基本的に従前のルールを適用する（網掛け部分） 

 

【民事措置】 

（私的使用のための複製） 

第三十条 著作権の目的となつている著作物（以下この款において単に「著作物」

という。）は、個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内におい

て使用すること（以下「私的使用」という。）を目的とするときは、次に掲げ

る場合を除き、その使用する者が複製することができる。 

 一・二 （略） 

 三 著作権を侵害する自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつて、

国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきものを含む。次号にお

いて同じ。）を受信して行うデジタル方式の録音又は録画（以下この条にお

いて「特定侵害録音録画」という。）を、特定侵害録音録画であることを知

りながら行う場合 

四 著作権を侵害する自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の複製（録

音及び録画を除く。以下この号において同じ。）（当該著作権に係る著作物の

うち当該複製がされる部分の占める割合、当該部分が自動公衆送信される

際の表示の精度その他の要素に照らし軽微なものを除く。以下この号及び

次項において「特定侵害複製」という。）を、特定侵害複製であることを知

りながら行う場合 

２ 前項第三号及び第四号の規定は、特定侵害録音録画又は特定侵害複製である

ことを重大な過失により知らないで行う場合を含むものと解釈してはならな

い。 

３ （略） 

 

【刑事罰】 

第百十九条 （略） 

２ （略） 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役若しくは二百万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。 
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 一 第三十条第一項に定める私的使用の目的をもつて、録音録画有償著作物等

（録音され、又は録画された著作物又は実演等（著作権又は著作隣接権の目

的となつているものに限る。）であつて、有償で公衆に提供され、又は提示

されているもの（その提供又は提示が著作権又は著作隣接権を侵害しないも

のに限る。）をいう。）の著作権を侵害する自動公衆送信又は著作隣接権を侵

害する送信可能化に係る自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつ

て、国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきもの又は著作隣接

権の侵害となるべき送信可能化に係るものを含む。）を受信して行うデジタ

ル方式の録音又は録画（以下この条において「有償著作物等特定侵害録音録

画」という。）を、自ら有償著作物等特定侵害録音録画であることを知りな

がら行つて著作権又は著作隣接権を侵害した者 

 二 第三十条第一項に定める私的使用の目的をもつて、著作物（著作権の目的

となつているものに限る。以下この号において同じ。）であつて有償で公衆

に提供され、又は提示されているもの（その提供又は提示が著作権を侵害し

ないものに限る。）の著作権を侵害する自動公衆送信（国外で行われる自動

公衆送信であつて、国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきも

のを含む。）を受信して行うデジタル方式の複製（録音及び録画を除く。以

下この号において同じ。）（当該著作権に係る著作物のうち当該複製がされる

部分の占める割合、当該部分が自動公衆送信される際の表示の精度その他の

要素に照らし軽微なものを除く。以下この号及び第五項において「有償著作

物等特定侵害複製」という。）を、自ら有償著作物等特定侵害複製であるこ

とを知りながら行つて著作権を侵害する行為を継続的に又は反復して行つ

た者  

４ 前項第一号に規定する者には、有償著作物等特定侵害録音録画を、自ら有償

著作物等特定侵害録音録画であることを重大な過失により知らないで行つて

著作権又は著作隣接権を侵害した者を含むものと解釈してはならない。 

５ 第三項第二号に規定する者には、有償著作物等特定侵害複製を、自ら有償著

作物等特定侵害複製であることを重大な過失により知らないで行つて著作権

を侵害する行為を継続的に又は反復して行つた者を含むものと解釈してはな

らない。 
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（４）二次創作作品・パロディなどのダウンロードを対象から除外（民事） 

 ※下線は改正部分、赤字部分が追加要件 

※音楽・映像については基本的に従前のルールを適用する（網掛け部分） 

 

【民事措置】 

（私的使用のための複製） 

第三十条 著作権の目的となつている著作物（以下この款において単に「著作物」

という。）は、個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内におい

て使用すること（以下「私的使用」という。）を目的とするときは、次に掲げ

る場合を除き、その使用する者が複製することができる。 

 一・二 （略） 

 三 著作権を侵害する自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつて、

国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきものを含む。次号にお

いて同じ。）を受信して行うデジタル方式の録音又は録画（以下この条にお

いて「特定侵害録音録画」という。）を、特定侵害録音録画であることを知

りながら行う場合 

四 著作権（第二十八条に規定する権利（翻案により創作された二次的著作物

に係るものに限る。）を除く。）を侵害する自動公衆送信を受信して行うデジ

タル方式の複製（録音及び録画を除く。以下この号において同じ。）（当該著

作権に係る著作物のうち当該複製がされる部分の占める割合、当該部分が

自動公衆送信される際の表示の精度その他の要素に照らし軽微なものを除

く。以下この号及び次項において「特定侵害複製」という。）を、特定侵害

複製であることを知りながら行う場合 

２ 前項第三号及び第四号の規定は、特定侵害録音録画又は特定侵害複製である

ことを重大な過失により知らないで行う場合を含むものと解釈してはならな

い。 

３ （略） 

 

【刑事罰】 ※当初案の要件を一部修正（翻訳物が除外されないよう措置） 

第百十九条 （略） 

２ （略） 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役若しくは二百万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。 
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 一 第三十条第一項に定める私的使用の目的をもつて、録音録画有償著作物等

（録音され、又は録画された著作物又は実演等（著作権又は著作隣接権の目

的となつているものに限る。）であつて、有償で公衆に提供され、又は提示

されているもの（その提供又は提示が著作権又は著作隣接権を侵害しないも

のに限る。）をいう。）の著作権を侵害する自動公衆送信又は著作隣接権を侵

害する送信可能化に係る自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつ

て、国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきもの又は著作隣接

権の侵害となるべき送信可能化に係るものを含む。）を受信して行うデジタ

ル方式の録音又は録画（以下この条において「有償著作物等特定侵害録音録

画」という。）を、自ら有償著作物等特定侵害録音録画であることを知りな

がら行つて著作権又は著作隣接権を侵害した者 

 二 第三十条第一項に定める私的使用の目的をもつて、著作物（著作権の目的

となつているものに限る。以下この号において同じ。）であつて有償で公衆

に提供され、又は提示されているもの（その提供又は提示が著作権を侵害し

ないものに限る。）の著作権（第二十八条に規定する権利（翻案により創作

された二次的著作物に係るものに限る。）を除く。以下この号及び第五項に

おいて同じ。）を侵害する自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であ

つて、国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきものを含む。）

を受信して行うデジタル方式の複製（録音及び録画を除く。以下この号にお

いて同じ。）（当該著作権に係る著作物のうち当該複製がされる部分の占める

割合、当該部分が自動公衆送信される際の表示の精度その他の要素に照らし

軽微なものを除く。以下この号及び第五項において「有償著作物等特定侵害

複製」という。）を、自ら有償著作物等特定侵害複製であることを知りなが

ら行つて著作権を侵害する行為を継続的に又は反復して行つた者   

４ 前項第一号に規定する者には、有償著作物等特定侵害録音録画を、自ら有償

著作物等特定侵害録音録画であることを重大な過失により知らないで行つて

著作権又は著作隣接権を侵害した者を含むものと解釈してはならない。 

５ 第三項第二号に規定する者には、有償著作物等特定侵害複製を、自ら有償著

作物等特定侵害複製であることを重大な過失により知らないで行つて著作権

を侵害する行為を継続的に又は反復して行つた者を含むものと解釈してはな

らない。 
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 「軽微なもの」の基準・具体例 

 

※ 下記で示した例はあくまで典型例であり、著作物の種類・性質や、著作物全

体の中での複製する部分の位置付けなどに応じて、これら以外にも「軽微なも

の」に該当する場合はあり得る（争いとなった場合には、個別事情を考慮して

裁判所で判断されるもの）。 

 

１．「分量」による基準・典型例（全般） 

その著作物全体の分量から見て、ダウンロードされる分量がごく小部分である

場合には、「軽微なもの」と認められる。 

＜「軽微なもの」の典型例＞ 

・ 数十ページで構成される漫画の１コマ～数コマのダウンロード 

・ 長文で構成される論文や新聞記事などの１行～数行のダウンロード 

・ 数百ページで構成される小説の１ページ～数ページのダウンロード 

＜「軽微なもの」とは言えない例＞ 

・ 漫画の１話の半分程度のダウンロード 

・ ４コマ漫画や１コマ漫画の１コマのダウンロード 

・ 論文や新聞記事の半分程度のダウンロード 

・ 絵画や写真など１枚で作品全体となるもののダウンロード（※２．により

「軽微なもの」と認められる場合もあり得る） 

 

２．「画質」による基準・典型例（絵画・イラスト・写真など） 

 画質が低く、それ自体では鑑賞に堪えないような粗い画像をダウンロードした

場合には、「軽微なもの」と認められる。 

＜「軽微なもの」の典型例＞ 

・ サムネイル画像のダウンロード 

＜「軽微なもの」とは言えない例＞ 

・ 絵画・イラストなどの鮮明な画像のダウンロード 

・ 高画質の写真のダウンロード 

 

別紙３ 
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「侵害コンテンツのダウンロード違法化の制度設計等に関する検討会」 

構成員名簿（敬称略） 

 

 

          赤松 健    公益社団法人日本漫画家協会常務理事 

 

          大渕 哲也   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

     荻野 幸太郎  特定非営利活動法人うぐいすリボン理事 

 

          河野 康子   一般社団法人日本消費者協会理事、NPO 法人消費者スマイル基金事務局長 

 

          後藤 健郎   一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）代表理事 

 

          田村 善之   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

（座長）  土肥 一史   一橋大学名誉教授、弁護士 

 

          萩原 恒昭   日本経済団体連合会知的財産委員会企画部会部会長代行、凸版印刷株式会社法務・知的財産本部顧問 

 

          福井 健策   骨董通り法律事務所 弁護士 

 

          堀内 丸恵   出版広報センター副センター長、株式会社集英社社長 

 

          前田 哲男   染井・前田・中川法律事務所 弁護士 

 

          和田 俊憲   慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

 

（以上１２名） 
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